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Ⅰ　はじめに　
１．マネジメントを定義する
　今やすっかり一般化した“マネジメント”と
いう言葉だが、いざ定義を試みようとすると一
見容易なようで、実は難しく、研究者の悩みの
種である。
　第一の原因は、マネジメントという概念がア
カデミックな意味での定義になじまないからで
あろう。いかに厳密にかつ美しく定義するか、と
いうことはマネジメント自体とは本質的に関係
のないことである。この事実は、実のところ「マ
ネジメントを教える／学ぶ」ということに、極
めて困難な問題を派生させるのである。
　例えば、マネジメント学の巨人（あるいは発
明者）であるＰ．Ｆ．ドラッカーによる有名な言
葉に、「マネジメントは成果によって定義され
る」というものがあるが、これは、ある意味で
はマネジメント自体の定義を放棄していると
言ってもいいだろう。恐らくドラッカーもアカ
デミックな定義には関心が無かったのではない
だろうか。「成果によって定義される」とは、マ
ネジメントをマネジメント自体として定義する
ことは無意味であって、何よりも「成果」がマ
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ネジメントの目的であり、その目的整合的に機
能的な観点から定義すること以外に途はない、
ということを意味している。
　英語で「Manage to～」を「何とか～する」と
約すように、「マネジメントは何とか目的／成果
を達成すること」であり、その「目的を達成す
るための方法論の体系」とでも表現するしかな
いだろう。また、逆に定義についてこの程度以
上の精密さを追求することは、マネジメント的
な観点から見て、つまり「成果」という観点か
らは大して意味はないのではないだろうか。重
要なことは、その「方法論」なり「考え方」な
りを習得すると、現実的な成果は得られるのか、
という一点につきるはずである。
　もちろん「学ぶのが困難」だということは、
「学ぶのは無駄」を意味するものではない。例え
ば、組織内で生じたある課題について、有力な
解決方法を提示したとする。しかしながら、「課
題解決の方法として適切であるかどうか」と
「実行（Execution）」とは別次元の問題である。
「正しい」のであれば「実行」されるなどと考え
るのであれば、ビジネスの世界において単に「幼
稚」だという評価を受けることになるだろう。
「正しい」ことがそのまま実行されるのであれ
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ば、世の中に苦労はない。現実のビジネスにお
いて、常に最大の問題は「誰が／いつ／どのよ
うに」「実行」（＝Exsecution）するのかという点
にある。
　そこで、この提案を「実行」に結びつけるた
めに、例えば“解決案の決定プロセス”という
観点から、“提案方法の改善”について助言を与
えることは有効ではないだろうか？当該の課題
が解決することによって、メリットが生ずるの
は誰か、そのメリットと裁量権者との関係はど
のようになっているのか。更に、その課題が解
決することによって新たに生ずるリスクは何か。
これらに配慮することが、組織の意思決定にど
れだけ有効か、経験者であれば十分理解できる
はずである。（これらは本論において、課題の「フ
レーム」と表現される。）
　では、この助言内容のような項目に気づくた
めにはどのようなナレッジが必要なのであろう
か。ここにマネジメントを習得するレゾンデー
トルが存在する。現実には、これらは一つとし
て同じ問題／回答は無い。が、こういった「特
定事項の課題解決」が円滑に「実行」に結びつ
くための「視点」や「考え方」を習得するのは
可能であり、有効である。
　また、実行段階でも「フレーム」を見失う危
険性は常にある。現在直面する仕事が自己目的
化していないだろうか。当該の課題解決は、組
織全体のミッションのどこに位置づけられるの
か。また、その成果が、次の（往々にして、そ
れは当該部署の外に引き継がれる）課題解決に
どのように結びつけるべきなのか。この視点を
失うと、組織全体にとっての「最適解」を導く
ことは困難である。
　あらゆる組織、あらゆる制度と同様に、仕事
は常に自己目的化する。そこに例外はない。恐
らく、それは人間の思考が「言語」によっての
み可能だということと無関係ではあるまい。紙
幅の関係でこれ以上ここで述べる暇は無いが、
ソシュール／丸山圭三郎の「言語論」において提
示された、「言語と対象物の恣意性」という問題点
に行き着くのではないだろうか、と推察される。
　いずれにせよ、個々の仕事は必ず自己目的化
する以上、常に自己客観化に努める必要性があ
る。マネジメントの機能において、「成果」と「稼
動」の混同という愚を避けることが重要だとい
う所以である。これを聞いて、「なるほど」と思
われる方は多いだろう。しかし、その同じ人物
が、必ず「成果」と「稼動」の混同を犯す。仕事
とはそのようものであり、逆に当該の仕事が自
己目的化しないことには、捗らないという局面
も存在するだろう。この問題には、それくらい
の構造的で根深い傾向がある。だからこそ、こ
の点の重要性を何度繰り返しても、過ぎること
は無いのである。
　以上、マネジメントの機能について簡単に述
べたが、これらは具体的な現場での経験を通さ
なければ最終的な習得はできない。しかし、同
時に、組織の課題解決と実行に関する「構造」を
理解しておくことは、その習得を効率的なもの
にする。回りを見回せば、経験豊富だが、その
経験がナレッジ化されず、何度も同じ過ちを犯
す者の姿は珍しくない。それは仕事の達成プロ
セスを個人として構造化できないことに由来す
る。構造的な把握がなされていなければ、事後
のフィードバックも構造化されない。結果とし
て経験がナレッジ化されないのである。
　最もその愚が現れるのは、グループにおける
リーダーシップである。なぜなら、リーダーシッ
プとはコミュニケーション能力を不可欠とする
が、構造化されないテクストを他人に理解させ
るのは殊のほか困難だからである。グループの
成員間で共通理解を形成させるためには、問題
や課題の「在りか」や「在りよう」を、適切に
伝える必要があるのだが、それは構造化された
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コンテクストとして提示されない限り、機能的
な伝達は不可能なのである。
２．マネジメント誕生の背景
　ここでビジネスにマネジメントという考え方
が誕生した背景について、若干の考察を行って
おく。20世紀になって、技術革新が進み、生産
力が向上した。基礎的な技術開発は、戦争を前
提にした軍備増強のために国家的規模で（経済
的な合理性を無視して）行われ、急速な進歩が
見られた。第二次世界大戦終了後、生産資源の
投入は軍事から民事にシフトされることによっ
て、戦時中の基礎技術開発は、20世紀の後半の
生活財関連物資の生産力の飛躍的な向上を導く
ことになったのである。経済の規模が急拡大さ
れ、70年代になると先進諸国において、供給が
需要を上回るような環境が生まれた。以降、常
に「余剰」の処理方法は経済の大問題となる。
　それは必然的に市場における競合関係を厳し
いものにした。これが「マーケティング」誕生
に結びつく。「マーケティング」とは「マーケッ
ト（市場）」において「競合」に勝利するための
方策／方法論である。（あるいは自社製品が「余
剰」にならないための方法論。）そのためには「顧
客」を理解し「マーケット・イン」することが
第一に求められる。
　熾烈なマーケティングによって、マーケット
は全体として活性化し、経済規模はますます拡
大し、その結果として、マーケットのプレーヤー
である企業の組織も大きくなっていった。
　しかし、以上の現象は、新たな問題を経済界
にもたらした。第一に市場の競合が激しくなっ
たので、迅速な意思決定と対応が必要になった。
第二に、組織が大きくなり、扱う領域が広がり、
各部門の専門化（＝テクノクラート化）が進ん
だ。組織が肥大化し、部門の専門化が進むと、組
織内にはトレードオフ関係のある問題が多数生
じるようになり、コンセンサス形成に時間がか
かるようになった。必然的に組織全体の意思決
定のスピードは遅くなる。
　第一と第二の課題は、基本的にトレードオフ
関係にある。にもかかわらず、両者を同時に追
及しなければ市場では生き残れない、結果とし
て、無理が生ずる。この無理はリスクを増大さ
せる。この新たな現象下で生じた新たなリスク
に対応することと、複数のトレードオフ関係に
ある複雑な課題間のバランスをとり「全体の最
適化」を図ることは、組織運営に関して独自の
技術的な側面を要請する。これがビジネスに「マ
ネジメント」が生まれた背景である。
　マネジメント自体は何も生産しない。デビッ
ド・ハルバースタムの傑作「覇者の驕り」にお
いて、米国のフォード社が発展する上で、1950
年代になると、突然生産に従事しない新しい人
種が社の管理部門を占めるようになって行く変
化が生々しく描写されている。そこに現れた新
しい人種とは、将に「組織運営のプロ」、つまり
マネジメント・スタッフのことなのである。し
かも、フォード社とは、史上初めてテイラーが
発案した科学的な“生産管理”（＝テイラー・シ
ステムを採用し、「マス・プロダクション（大量
生産方式）」を開始して大成功を収めた会社であ
る。この一事を持って、マネジメントは、本来
「生産管理」を意味しないことは明らかである。
Ⅱ　マネジメントの機能
　以上に述べたように、マネジメントを独立し
たものとして誕生させた背景を鑑みれば、マネ
ジメントには以下の３つの要素が存在すると言
えよう。
・ 組織運営の方法（論）である
・ 個々の専門領域、あるいは専門のナレッ
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ジとは別個のナレッジである
・ 全体の最適解を得るために複数の専門領
域にまたがる課題間の調整を行う
　そして、これらの機能的な要素を満たすため
に、マネジャーに求められる現実的で究極の機
能とは、成果を達成するうえで生ずる“組織的
なリスクへの対応”である。そのためには、専門
化した各部門間の調整（ミンツバーグの言う「リ
エゾン機能」）が最も重要な機能の一つになる。
　以上の機能を満たすのであれば、マネジメント
の定義をどのように表現するのか、様々な形式
が考えられよう。が、そのときに重要なことは、
繰り返しになるが、「それで問題は解決するの
か？」という1点でしかない。そこで、マネジメ
ントの定義とは、「機能」の問題に移ることにな
る。本論考において問題にするのは、一貫して
「機能するか」つまり「有用か」に尽きる。即ち、
　１）個々のナレッジは、全体のための有用性
という観点から、どのように再定義され
るべきか？
　２）個々のナレッジをどのように組み合わせ
ると、全体としての最適解を導き出せる
のか？
に応え得るのか、確認することを怠らず論を進
める。そして、この観点から本論で採用する一
応の定義は、以下のようにする。
　定義：マネジメントとは「個々のナレッジ
を最適解に導くブラックボックス」
である
　このブラックボックスが機能するために必要
な能力は、ミンツバーグの言を借用すれば、
「Art（感性）、Science（科学）＆Craft（技術）」
の３つである。（言うまでもなく、「感性」の問
題は形式知にし得ない。）
　以上を前提にしたうえで、スポーツマネジメ
ントを理解するには、第一にスポーツ産業（こ
こでは「スポーツリーグ産業」）の構造とその特
性を把握しておかなければならない。特に、リ
スクという側面を理解することが決定的に重要
かつ不可欠なのである。
Ⅲ　スポーツリーグ産業における公共性
の問題
　ある“産業の構造”（≠「市場構造」）を理解
するベースは、「ステークホルダー」の把握であ
るが、特にスポーツビジネスでは、その重要性
を強調してしすぎることはない。なぜなら、第
一に「スポーツという公共的なソフト」を扱う
ビジネスであること。第二に、従ってステーク
ホルダーの広がりが、他のビジネスに比して格
段に広く多様だからである。
　ここで「公共性」について簡単に確認してお
く。「公共性」とは無前提な定義でもなく、静的
なものでもない。自然に発生したものではなく、
飽くまでその時の社会において議論を通じて規
定されるものである。
　したがって、「スポーツは元々公共的な存在で
ある」という認識は、「公共性」に関する全く誤
まった認識に基づいたものである。端的に言う
ならば、「スポーツが公共性を失う」という危険
性は常に存在するのである。公共的な存在とは、
公共的な機能を果たした後に初めて標榜し得る
ものなのだ。つまり、スポーツに携わっている
ものが達成する成果によって、初めて「公共性」
が標榜し得るものなのである。無前提で無謬な
「公共性」の主張は、スポーツを宗教と勘違いし
ているか、主張する当事者のこの点に関する当
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事者意識の欠如から生じているものでしかない。
言うまでもなく、当事者意識は当事者能力の前
提になるものである。
　スポーツリーグビジネスの困難さの第一に、
「莫大な初期投資」が必要な点がある。大型の観
戦用施設は、百億円単位の資金を必要とする。こ
れが洋の東西を問わず、基本的には公的な資金
で賄われているが、その前提は、基本的に社会
的な問題に対して、スポーツが有効な解を提出
できるから、つまり「公共的」な存在であるこ
とに他ならない。（第一に、歴史的に言えば、ス
ポーツは「国民」を生産するという国民国家創
設時の要請に応え得る最高の教育ソフトだった。
この点については、今日も「ナショナリズム」の
維持という点で有効に機能していることで引き
継がれている。）
　施設整備という初期投資を自分たちで調達し
なければならないとすれば、スポーツリーグ産
業の事業化は大変困難（ほとんど不可能）であ
ろう。少数ではあるが、民間で作った施設でス
ポーツ興行を行っているチームもある。しかし、
リーグ産業で生産され販売している「商品」と
はチームではなく「ゲーム」である以上、相手
チームの存在が不可欠である。したがって、リー
グ全体で一つも公的な施設を利用しないのでな
いかぎり（全く非現実的であるが）、「公共的」な
側面は常に存在するのである。
　例えば、福岡ソフトバンク・ホークスのホー
ムスタジアムは、民間の施設であり、その利用
料は、年間で約47億円と報じられている。この
中には、施設建設に要した資金の元本への充当
と金利に加えて施設の固定資産税が数億円含ま
れている。一方で、米国には施設利用料が年間1
ドルという球団もある。江戸川大学の小林至氏
によれば、日米のプロ野球チームは平均してコ
スト面で35～40億円のハンデを背負っている。
この差は、2004年に消滅した近鉄バッファロー
ズの年間赤字額にほぼ等しい。日米の野球ビジ
ネスの差は、売上金額や、選手年俸の差に注目
が行きがちであるが、支出の内訳も検証すべき
であろう。
　なぜ、米国でこのような対応が可能なのか。自
治体が施設を整備し、プロチームを招聘すると
いう仕組みが存在するからだ。チームは好条件
を提示した都市をフランチャイズとして選択で
きるのである。スポーツが公共的なものとして
確立しているので、議会も招致のための費用を
承認するのである。また、チームは当然それに
応えて「地域振興」のために協力を惜しまない。
綺麗事（ミッション／ビジョン）とビジネスが、見
事な形で調和している。それがスポーツの
Sustainability（持続可能性）の確保に結びついて
いるのである。「地域振興」は必ずしも経済的な
指標のみで評価できるものではないが、いずれ
にせよ、スポーツの「公共性」は担保され、そ
の公共性に基づいて優遇される。この循環がス
ポーツリーグ産業の成否を決める重要なキーで
あることは論を待たない。
　従って、「地域」や「自治体」は、スポーツ・
リーグ産業におけるマネジメント戦略上、重要
な「ステークホルダー」なのである。
Ⅳ　施設利用の問題
　仮に、施設の利用料で自治体から何がしかの
優遇を受けたとしよう。それでもわが国のス
ポーツ施設には、興行を行う上で多くの制約が
あることは広く知られている。
　一番の問題は、日本における興行を前提にし
た大型のスポーツ施設のほとんどが、教育委員
会の管轄下にある点である。言うまでもなく、教
育委員会に「興行」のノウハウは無い。ノウハウ
どころか、そもそも「客に見せる」ことは自分達
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の責任の範疇に無い。従って、関心が無い。これ
は日本の施設の多くが、観客（顧客）視点で作ら
れていないという事態を招いた根本原因である。
　スポーツの興行は、事業機会が少ない。プロ
野球でさえ、約70日／年である。まして、Jリー
グに到っては、40日以下であろう。（つまり、年
間の1割しか事業機会が無い！）事業機会が限ら
れているので、効率的な事業運営を行う必要が
ある。しかしながら、現実は悲惨である。教育
を第一優先に考える教育委員会は、プロの利用
とアマチュアの利用を同等に考えざるを得ない。
優先利用の確保が困難である。更に、「物販」や
「飲食」は、都市公園法という枠に縛られ制限が
多い。（注：大型スポーツ施設の多くは、国交省
の都市公園という枠で助成金を受けているため）
致命的なのは、広告である。従来からの慣習な
のか、野球のスタジアムの広告看板の多くは、広
告料がスタジアムに入る。スタジアムの広告看
板だというのがその論拠であるが、誰が考えて
もそこに合理性は無い。つまり、日本において
スポーツリーグ産業は、事業を展開しようにも
施設という本来の経営リソースが有効に活用で
きないまま、近年までハンディを背負っていた
のである。プロ野球チームの多くが慢性的な赤
字を計上しつつある一方で、スタジアム（会社）
は、経常的な黒字という現実が存在する。
　平成 16年に行われた地方自治法の 244条「公
の施設」の改正によって、「指定管理者制度」が
誕生し、自治体の所有する施設の管理委託を民
間が受託できるようになり、上記の問題を解消
する可能性が出てきた。「ハコモノ」行政の弊を
解消し、「ハードとソフトの一体化された運営が
可能になたのである。千葉ロッテマリーンズは
平成18年から千葉市の指定管理者となり、経営
改革が一層効率的に進んでいる。今後は、スポー
ツ興行の成否と「指定管理者制度」の利用は、不
可分なものになると予想している。
Ⅴ　スポーツリーグ産業におけるリスク
１．Product（商品）とリスク
　この産業の最も特徴的な側面は、生産され販
売されている「ゲーム」という商品の生産過程
によって生ずる。このゲームという商品は、言
うまでも無く、単独の組織（＝チーム）では生
産が不可能である。一体、他のどこに単独で生
産できない商品など存在するであろうか。「単独
での生産が不可能」という経済的には特殊な商
品が扱われる市場は、その特殊性によって通常
の自由市場とは全く違う要素を備えることにな
る。通常の産業であれば究極の目標であるはず
の「市場での一人勝ち」が全く意味を持たない
のである。市場の健全性を保つために、独占禁
止法などによって「一人勝ち」を規制するケー
スとは全く意味が異なる。（独禁法の観点とは違
う「市場における一人勝ちの害」については、古
く1964年にWalter.C.Neal によって「The Peculiar
Economics of Professional Sports」という論文にお
いて指摘されている。）スポーツにおけるゲーム
の面白さ（という価値）は、イベント性にある。
これは不可測性と「1回限り」で2度と同じこと
が起きない、という2つの要素に依っている。「勝
負の行方は、やってみなくては分からない」の
でなければ、このイベント性という価値は減殺
する。結果として興味や興奮は薄れる。
　つまり、この商品の質は一重に「“高レベルで
の拮抗状態”をいかに維持するか、」にかかって
いるのである。拮抗状態とはバランスを意味す
る。例外はあるが、一般的に選手人件費の総額
と競技力とは正の相関関係にあるため、リーグ
全体としてのバランスをとることが不可欠であ
る。結果、リーグのガバナンスはカルテル型に
ならざるを得ない。これは自由な資本主義の市
場社会では例外である。ではなぜ「例外」が許
されるのであろうか。
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　例えば、プロ野球の「ドラフト」などは、「チー
ム間の戦力均衡」という点では意味はあるが、
「職業選択の自由」を基本的な人権と認めた憲法
に照らせば明らかな違反である。その例外が許
されるのは、なぜだろうか。自由な「市場」に
委ねない例外が許されるとするなら、それは「公
共性」という論理でしかありえないのである。
「自由」の制限は「公共性」が優先される場面で
しか許されないはずである。この点からもス
ポーツ産業は「公共性」を確保しなければなら
ないのである。そして「公共性」を担保する最
低限の条件は「透明性／公開性」である。この
観点で、財務が公開されていないプロ野球は自
分たちの産業基盤が把握できていないという謗
りを免れないだろうし、一方、財務の公表に踏
み切った「Ｊリーグ」は自らの産業基盤を客観
的に把握しているという点で評価できるのであ
る。
２．組織内に存在する異なったビジネス論理
　１．Product（商品）とリスクで述べたように、
ゲームという特殊な商品を生産する上で、最も
基本的な素材は「選手」という「人間」である。
言うまでもなく通常の生産原料とは扱いを異に
する。通常の産業、あるいは企業においても「人
事」という人間に対応する分野（H u m a n
Resource）は存在するが、「選手管理」という「人
事」は業務スタッフの管理ではなく、生産にお
ける素材の管理なのである。端的に言って、「選
手は社員ではない」のである。（労務上、あるい
は雇用契約上の問題は別の議論である。）
　さらにゲームを生産する上で、自チームの選
手を管理するのみでなく、対戦相手チームとの
交渉や、リーグ全体の日程調整や競技場の確保
など、ゲームを生産するための「競技」の運営
管理は、かなり特殊なノウハウが必要とされる。
（例えば、選手の確保には「業界の人脈」が生命
線である。）しかもこの競技関連にかかるコスト
管理は経営全体のバランスに大きな影響を及ぼ
すのだが、一方でゲームという商品の質を高く
保つためには、どうしても一定の投資を必要と
する。
　競技種目に関わらず、あらゆるクラブ経営は、
上記の「競技」と「ビジネス」というかなり性
格の異なった２つの領域のバランスをとること
が不可欠である。前者は「Field Management
（FM）」、後者は「Business Management（BM）」と
呼ばれている。チーム強化には金がかかり、金
をかけると利益が減る。しかもチーム強化のた
めの投資金額と「勝利」とは必ずしも整合性が
ない。ましてや、「収益」との関係に整合性を求
めることは極めて困難である。加えて、ゲーム
を生産するための素材である「選手」は一般人
とは違い、スターであり、金銭感覚に疎い、競
技の中に隔絶された世界に生きる人たちであり、
扱いが難しい。大抵のクラブにおける現状は、
チーム（競技）に対しBMのスタッフが口を挟
むのはタブー視されている。結果として一つの
企業体の中に、全く論理の異なった２つの組織
が独立して存在することになる。「経営」という
観点からは、これらの２つの領域をどのように
統合（Integrate）するかが重要な問題として浮上
する。これはスポーツリーグという産業の組織
が持つ、構造的な課題である。
　この問題に対応するために必要なのは、この
統合という観点から、それぞれの部門の上にク
ラブ経営全体の両者のバランスをとった判断と
執行である。それがBMとFM両社の上にGM
（General Manager）という職務が必要となる根拠
である。ただし、残念ながら、多くのクラブに
おいて「競技」のマネージャー（FM）が肩書き
のみのGMとして存在する。本来の意味のGMで
あれば、FMとBMの両分野における「人事権」
と「予算執行権」を持つ必要がある。当然なが
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ら「取締役」でなければ勤まらない。通常の企
業における執行の最高責任者（Coo）にあたるか
なり重たい地位なのである。
　現状においてなぜ「競技」のマネージャーが
GMとなっているのか。数名の経営者に聞いた
ところ、皆異口同音に「人材」の不在という点
に言及している。この問題を解決するためには、
「競技」に知悉している者に、ビジネスマネジメ
ントのナレッジを習得させることで対応するこ
とが現実的であろう。「GM養成」の機会を早急
に設ける必要がある。
３．収入の変動性というリスク
　「勝敗は下駄を履くまで分からない」というイ
ベント性という側面は、エキサイティングな情
緒的価値を提供するが、一方で「動員」が勝敗
に連動するというリスクが生じる。
　チーム経営者がよく口にする「強ければ大勢
来る」（という言い訳）は、「弱ければ観客が少
なくなる」ということを意味する。こういった
考え方が興行というビジネスを水物にする。つ
まり動員が安定せず、結果として入場料収入が
不安定になる。事業機会が少ないうえ、その限
られた事業機会自体も不安定という、二重に脆
弱でリスクの高いビジネスとなるのである。こ
のビジネスで利益をあげることが、なぜ困難な
のか。以上に述べたような構造的な複数の要因
によるのであり、従って、これらの構造的なリ
スクに対応することが、「スポーツマネジメン
ト」にとって、第一に必要な機能となる。
　「勝敗と動員がリンク」するリスクであれば、
そのリンクを切り離すことが肝要だ。つまり、来
場動機の中で、「勝敗」の要素を相対的に希釈す
ることである。
　第一に、「地域」というブランドを確立するこ
と。Ｊリーグであれば、「浦和」や「新潟」が、
プロ野球であれば「千葉ロッテ」がその代表例
であろう。「勝っても負けても」「浦和」であり、
「新潟」であり、「千葉」であることには変わり
はない。来場動機に変動は少なくなるはずであ
る。現代において地域の名前を人前で大声で連
呼する機会など、スポーツ以外には余り考えら
れない。そして「地域」こそが住民のアイデン
ティティーの基盤である以上、その確認の場を
提供するスポーツには、確かな価値があると言
えるだろう。
　（なお、これらは「国旗」や「国歌」に関して
も言えることである。普段は「国家」などとい
う存在とは無縁な若者たちが、なぜスポーツに
おける「日本代表」のゲームでは、「君が代」を
歌うことを躊躇わないのか。こういった光景は、
4年に一度の五輪イヤーに、世界的規模で展開さ
れるのである。ここに「ナショナリズム」とス
ポーツの特別な関係、更に言うならスポーツが
ナショナリズムのイデオロギー性を隠す機能を
見ることができよう。）
　マネジメントの観点からは、更に進んでいる
のが「千葉ロッテ・マリーンズ」である。この
チームは休日の観客の滞在時間を８時間にする
ような施策を次々と試みている。（詳細はチーム
のＨＰ参照）試合時間を３時間と考えれば、「競
技時間」は「滞在時間」の半分以下になる計算
である。スポーツ観戦を「時間消費型」のソフ
トだと捉えれば、滞在時間の半分以上がゲーム
以外で占められることで、来場者の満足（ＣＳ）
も勝敗とは多少独立し、安定したものになるは
ずだ。同チームは、一作年（06年）と昨年を比
較すると、動員は６％増加にすぎないが、物販・
飲食は 130％増加（前年比 2.3倍）である。これ
は来場者のＣＳを的確に補足し、分析し、かつ
プロモーションとマーケティングに結びつける
「CRM」の導入によるのだが、紙幅の関係で別の
機会で論ずる。
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４．選手年俸の下方硬直性
　産業におけるリスクを整理するには、第一に
「収入（Revenue）」と「コスト」を考える必要が
ある。スポーツリーグ産業におけるコスト面で
の最大のリスクは「選手年俸」である。
　選手年俸は、一度あげるとなかなか下げられ
ない、つまり「下方」に「硬直」な性質を持っ
ている。リーグ優勝したら選手年俸の交渉は会
社にとっては実に頭の痛い問題だ。仮に年俸を
30％アップして、翌年優勝を逃したら30％ダウ
ンできるかというと、現実にはかなり難しい。
　対応策の一つは、「基本給と成果給の間でバラ
ンスをどうとるか」である。
　この点で近年注目を浴びている「SABR　
METRICS（セイバーメトリクス）」は、選手年俸
の法外な高騰を抑止する有効な方法の一つであ
る。今後、セイバーメトリクスのデータを使え
ない者をGM になるべきではない。顧客分析
ツールの「CRM」を合わせれば、FMとBM両面
で、データを使えなければGMになれないとい
う時代の到来は近いだろう。
５．メディア露出のリスク
　スポーツは、老若男女を問わず好かれている
「趣味性の低いソフト」である。従って、マスコ
ミが扱いやすい。今や、スポーツ新聞ではない
一般の新聞で扱うスポーツの露出量は昔日の倍
を下るまい。20世紀後半を通じて、スポーツの
露出量は一貫して右肩あがりであった。スポー
ツのメディア価値はあがり、その価値に基づい
て新しいビジネス「スポーツマーケティング」が
誕生し、年々そのマーケットサイズは拡大して
いる。
　しかし、メディアの露出が増えることは、逆
にネガティブな情報の露出も増えるというリス
クを抱えることになった。選手の不祥事などの
防止とともに、情報のリスクマネジメントが重
要になってきている。
　例えば2005年に生じた「村上ファンドによる
阪神タイガース買収事件」である。連日、主要
新聞のトップを飾り、ＴＶのニュース番組でも
数週間にわたって取り上げられ、大騒ぎになっ
た。しかし、阪神タイガースの年間売上を見れ
ば、100億円規模の一中小企業レベルのものであ
る。その買収が連日、巷間で大騒ぎになるなど
は、経済的な観点であれば非合理的である。事
業スケールと注目率の関係は明らかに一般ビジ
ネスとは異なっている。ポジティブに働けばそ
れは事業的にもプラスになろうが、レピュテー
ションリスクは常に存在する。“人気商売”であ
れば、選手のみでなく、経営トップのメディア
トレーニングは不可欠なはずである。（現実は、
残念ながら、対応していない。それどことか、プ
ロ野球のオーナー会議後のインタビューからは、
「彼らに顧客は見えているのか？」と疑問にすら
思うほど対応が拙劣である。）
Ⅵ　総　括
　以上、述べたことを整理すると、スポーツリー
グ産業のマネジメントに求められる機能は、第
一に、スポーツ興行という産業の特徴を、特に
リスクという観点から理解し、“構造的に存在す
るリスクにどのように対応するか”であると言
えよう。
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